
君津地域水道事業の統合広域化について

君津地域水道事業統合協議会
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木更津市、君津市、富津市及び袖ケ浦市の四市と君津広

域水道企業団では、平成２５年１０月１７日に締結した

「君津地域水道事業統合・広域化に関する覚書」に基づき、

四市と企業団の５団体の首長で構成された君津地域水道事

業統合協議会を立ち上げ、統合広域化に向けた基本計画の

策定と協議検討を進めてきました。

この結果、現在の企業団が千葉県と４市へ水道用水を供

給していることから、新たな経営主体として、この５団体

を構成団体とした広域連合を設立し、統合した四市水道事

業と水道用水供給事業の２つの事業を行うこととして基本

計画を策定し、１０月３０日に「君津地域水道事業の統合

広域化に関する基本協定」を締結しましたので、本日、こ

の場をお借りしてご紹介させていただきます。

１はじめに
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君津地域

２ 君津地域の紹介
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３ 検討の経緯
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４ 統合の形態（広域連合の設立）
水道用水供給事業と水道事業は、水道法上は別認可となるため同一の種類の事務とみなさない。
地方自治法上、同一の種類ではない事務を共同処理できる複合的一部事務組合は、市町村及び特

別区に限定されており、県は除外されている。

地方自治法第２８４条の規定により、広域連合を設立する。

5

５ 四市の状況

施設・管路とも老朽化が進んでいる。
塩ビ管370kmなどの更新が必要。
有効率は87.4％である。
配水池の耐震化率は8.2％である。
人口が最も多く収益力が高い。
企業債比率も低いため、健全な経営状況。
有効率を向上させるためには更新事業を現
状より増やす必要がある。

木
更
津
市

四市で最も施設更新が進んでいる。
一部に残る石綿管・普通鋳鉄管の解消を進
めてる。
有効率は93.5％である。
配水池の耐震化率は100.0％である。
料金抑制のため、一般会計から繰り入れが
あり、水道料金は四市の中で一番安い。
これまで施設整備を積極的に行ってきたこと
で、施設整備水準は高いが企業債の残高が
多い。
既に損益赤字が発生しており、適正な料金
設定が必要。

袖
ケ
浦
市

施設・管路とも老朽化が進んでいる。
石綿管115km、塩ビ管114kmの更新が必要。
有効率は88.0％である。
配水池の耐震化率は11.5％である。
水道料金は四市の中で一番高い。
料金収入で事業運営に必要な費用を十分に
賄っているとは言えない。
更新等に必要な資金の確保が困難となる。
企業債比率も高めのため、経営状況が厳しく
改善が必要。

富
津
市

施設・管路とも老朽化が進んでいる
石綿管119km、塩ビ管353kmの更新が必要。
有効率は86.6％である。
配水池の耐震化率は0.0％である。
平成28年度の料金引上げにより黒字を確保
できるが、人口減少に伴い数年以内に料金
収入が減少。
料金収入で事業運営に必要な費用を十分に
賄っているとは言えない。
企業債比率も高め。
更新等に必要な資金の確保が困難となる。

君
津
市
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６ 基本計画の方針
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７ 水需要予測

ケース１：開発要因を見込む。 ケース２：開発要因を見込まない。 8



８ 事務所・営業所

① 木更津市水運用総合センターを事務所・拠点営業所とし、各市
１か所の営業所を設置する。

② 営業所は、すべて業務委託による運営とし、サービスの向上を
図る。

③ 給水業務、開発協議は、木更津市水運用総合センターに集約す
る。

④ サービスの向上を図るよう、住民への周知や業務マニュアルを
充実させる。
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９ 施設整備による効果

①更新事業費の削減 ⇒ 施設の統廃合により２７．７億円の更新事業費を削減
将来にわたり、さらに削減が見込まれる。

②老朽管・施設の更新 ⇒ 有効率の向上(Ｈ２７：８８.４％→Ｈ５０：９３.６％）

③施設の耐震化の向上 ⇒ 配水池の耐震化率(Ｈ２７：１９.２％→Ｈ５０：９６.７％)

④企業団の事業の一部に交付金が活用できる。⇒ 対象事業費５６．３億円
（交付金１８．８億円)

施設の統廃合による効果（２０年間）
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１０ 財政シミュレーション
（１）交付金の額（見込値） 平成３１～４０年度に四市１１２億円、企業団に１８．８億円を見込む。

（２）用水供給事業の受水費 平成３１～平成５０年度（２０年間）で受水費は２６．５億円の削減となる。

（３）出資金の調整
統廃合事業に係るものは、出資額を配水量按分とした。その他管路事業等は、債務と将来の投資を考慮し、

現状の企業債残高と今後の管路更新事業費による差分を事業規模に応じて出資するものとした。
なお、これらの平成４０年度までの出資金拠出にあたっては、債務負担行為を設定するものとした。
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１１ 財政シミュレーションの結果

① 費用面での効果 ⇒ 統合しない場合と比較して年平均１０．９億円の費用削減
（人件費・委託料△２．４億円、企業債支払利息△２．９億円 など）

② 交付金・出資金等の効果 ⇒ 交付金や出資金により事業費の財源が確保できる。
その結果、平成４０年度における企業債残高は、単独事業よりも
四市１７０．６億円、企業団２億円の低減

③ 料金面での効果 ⇒ 統合しない場合と比較して四市すべてにおいて料金は安くなる。
木更津市：現行料金を１０年間据置、他三市：料金改定幅抑制
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１２ 水道料金の統一

① 平成４１年度に四市水道料金の統一を目標とする。

② 料金統一までの期間は市域別に料金を設定することとし、市域毎のセグメント別に会計を行う。

※供給単価（円/㎥）有収水量１㎥当たりでどれだけの収益を得ているかを示す＝給水収益÷有収水量
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１３ 今後のスケジュール

目

標

① 広域連合設立 平成３１年 １月

② 事業統合 平成３１年 ４月

③ 交付金事業期間 平成３１～４０年度

以下のスケジュールを目標に準備を進める。
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１４ まとめ
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